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団体名 公益財団法人 

宮城県国際化協会 
助成金名：多文化共生のまちづくり促進事業 ジャンル  

 事業費総額   ７４１千円 意識啓発・地域づくり 

事業名 
技能実習生との共生の地域づくり推進事業 

 

特徴 技能実習生が増加の一途を辿っているものの、地域で孤立する状況となっているこ

とから、地域社会とのつながりを作るための様々な取り組みを実施した。  

 事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１．市町村職員を対象とした研修会の開催 
県内市町村の多文化共生推進担当課職員等を対象として、住民としての
技能実習生について理解を深めてもらうための研修会を県国際企画課と
の共催で実施した。 
・実施日：９月８日(金) ・参加者数：２８名 
・内容：技能実習制度及び宮城県における受入状況の説明、実習生 

と地域とのつながりづくりの事例紹介等 
 
２．一般市民向けのセミナーの開催 
地域住民としての技能実習生について理解を深めるためのセミナーを開
催した。 
・実施日時：１月２８日(日) ・参加者数：９０名（うち実習生４０名） 
・内容：技能実習制度についての説明、企業での受入事例の紹介、 

インドネシア人実習生による民族舞踊、ベトナム人実習生 
による実習内容の紹介、参加者同士の懇談等 

 
３．技能実習生をサポートする人材の育成 
実習生の日本語学習及び地域住民との関係づくりをサポートするために
役に立つ情報や基礎的な知識を身に付けるための講座を実施した。 
（１）仙台会場 
・実施日時：７月１５日(土)、２９日(土) ・参加者数:２９名 

（２）石巻会場 
・実施日時：１月１５日(月)、２２日(月) ・参加者数:３３名 
内容：外国人技能実習制度について、企業における受入の実例、地 

域におけるサポートの実例、やさしい日本語について、実習 
生出身国の文化と言葉、等 ※仙台会場・石巻会場共通 

 
４．実習生と地域住民との交流の場の提供 
（１）石巻 
市民団体の主催する日本語教室で学ぶベトナム人技能実習生と地域住民
との交流会を開催した。 
・実施日：１０月１日(日) ・参加者数：約１２０名（うち実習生３３名） 
（２）仙台 
ベトナム人技能実習生が寮の近くにある小学校を訪問し、ベトナム紹介、
児童による日本文化紹介等を通して交流を深めた。 
・実施日：１１月２８日(火)、２９日(水)、３０日(木)  
・参加者数：実習生計１０名、児童計９３名 
（３）気仙沼 
ベトナム人技能実習生が高校を訪問し、高校生と懇談した。 
・実施日：１２月１６日(土)・参加者数：実習生２名、生徒教員約５０名 
（４）塩釜 
インドネシア人技能実習生と H２９年度「技能実習生と地域をつなぐプ
ログラム」に参加した日本人、町内会役員、その他関係者との交流会を
開催した。 
・実施日：１月１４日(日) ・参加者数：５０名（うち実習生２０名） 

 

 事業のポイント 

 

事業の背景・目的 

 

◇技能実習生を地域住民として少しで
も「見える存在」とするため、市町村
職員や一般市民を対象とした多様且
つ全県的なプログラムを実施した。 

 
◇技能実習生や受入企業などの当事者
の話を聞く機会や、実習生と市民とが
直接交流する機会を設けた。 

 
◇交流会やセミナーでは出来る限り技
能実習生が「主役」となり、日本人側
がサポート役に回るよう配慮した。 

 
◇市町村職員を対象とした研修は県と
の共催で実施し、県の多文化共生施策
においても、技能実習生の存在を意識
してもらう契機とした。 

◇県内の技能実習生の数は、東日本大震
災前と比較して３倍以上になってお
り、なかでも、沿岸部の水産加工業や
内陸の建設業の分野の実習生が多く、
震災からの復興を担う貴重な人材と
なっている。 

 
◇しかし、多くの一般市民は上述の実態
を知らず、実習生も職場以外で人間関
係を築く機会が限られていることか
ら、地域住民と実習生の間に距離が生
まれている。 

 
◇そうした状況の改善のため、H28 年
度に「技能実習生と地域をつなぐプロ
グラム」（多文化共生のまちづくり促
進事業助成対象）を塩釜市内でパイロ
ット的に実施し、適切な機会があれ
ば、実習生と地域住民の距離が近づき
相互理解を深めることが可能である
ことが確認できた。 

 
◇技能実習生は今後も増えることが予
想されることから、H28 年度事業か
ら対象地域及び内容を拡大し、彼らを
地域住民として受け入れるための環
境づくりを目指した。 

 

 

ベトナム人技能実習生と地域住民との交流会 技能実習生による小学校でのベトナム理解講座 



 

事業実施における工夫点・事業の成果等  
◇市町村職員を対象とした研修会では、専門機関である国際研修
協力機構(JITCO)職員に制度概要を説明してもらったほか、当
協会の「技能実習生と地域をつなぐプログラム」の成果につい
て説明し、市町村でも地元の技能実習生との共生の地域づくり
を考えてほしいと伝えた。参加者からは「今後実態の把握に努
め、地域住民との交流の機会を作るようにしたい」といった声
が聞かれ、職員の意識啓発の一助になったと考えられる。 

 
◇一般市民向けのセミナーは、技能実習生をさまざまな角度から
紹介し、地域住民としての技能実習生について理解を深めても
らう場とした。参加者へのアンケートでは全員が「技能実習生
について理解が深まった」と回答した。また、「技能実習生を知
り身近に感じるよい機会だった」「仕事以外の姿が若者らしく、
楽しんでいる姿を見て安心した。このような若者を大切にした
い」といったコメントが見られ、技能実習生を新たな視点で捉
える契機となったことが窺える。 

 
◇サポート人材の育成講座では、「やさしい日本語」の使い方や日
本語能力試験の概要等、日本語学習支援に役立つ基礎情報を伝
えたほか、サポート経験者の体験談を基に、日本語学習支援にとどまらず、職場以外の人とのつながりが持ちに
くい技能実習生と地域社会との接点になるような関わりをしてほしいと伝えた。また、受入企業から「最近の技
能実習生は日本語・日本文化への興味関心が高い」「交流を通して技能実習生の見聞を広めてほしい、相互理解を
深めてほしい」という話があり、企業側も地域住民によるサポートに意義を見出していることが確認できた。 

 
◇技能実習生と地域住民との交流の場の提供は、石巻、仙台、気仙沼、塩釜の４地域で計６回実施した。石巻では、
市地域振興課、市民団体と連携し、同団体主催の日本語教室で学ぶベトナム人実習生と地域住民との交流会を開
催した。実習生自らのプレゼンテーションで、地域の基幹産業である水産加工業や建設業に従事する彼らが震災
からの復興の一翼を担っていることを伝えるとともに、手作りのベトナム料理の試食等を通して、普段は接点の
少ない実習生と地域住民が直接交流する機会を創出した。実習生からは、「ベトナムのことを世界に紹介したいと
いう自分の夢がかなった」「ベトナムの文化や歴史を紹介できて、幸せと誇りを感じた」という感想が寄せられ、
普段の実習では得られない達成感を味わったことが窺えた。 
仙台では、スーパーの総菜加工に従事するベトナム人実習生が寮に隣接する小学校を訪れ、ベトナム文化や実習
内容の紹介等を行った。系列スーパーを利用したことのある児童も多数おり、自分たちの暮らしと技能実習生と
のつながりを実感してもらう機会ともなった。 
気仙沼では、高校で当協会職員が地域における外国人労働者・技能実習生の現状について説明した後、船の溶接
作業に従事するベトナム人実習生２名が実習内容を紹介し、生徒からの質問に応じた。同校は文科省のスーパー
グローバルハイスクール（SGH）の指定校であるが、今回の取組は、生徒が身近な「グローバル化」について理
解を深める場となった。 
塩釜では、前年度事業に参加していた「地域交流サポーター」(※)及びその知人、町内会役員、警察官等とインド
ネシア人実習生とが交流を深めた。前年度の事業終了後も NPO が主体となって、または「地域交流サポーター」
の関わりによって実習生が地域との交流を続けていることを振り返る時間も設け、今後もそうした取り組みを続
けることを確認した。※「地域交流サポーター」：H28 年度「技能実習生と地域をつなぐプログラム」に参加し、
実習生と継続的に交流していた市民ボランティア。 
 

◇本事業では、地元の市民団体等と何らかのつながりのある企業や、それまでの当協会事業を通して関わりのあっ
た企業で働く技能実習生が主な対象となったが、上述の各プログラムの実施に当たっては、事前に担当者にその
趣旨を説明し、企業側の理解を得ることに配慮した。 

今後の課題・将来に向けての展望等  
◇技能実習制度の拡充、新しい在留資格の創設等、外国人労働者が今後も増加す
ることが見込まれるなか、受け入れる側がこのことに関心を持ち、地域の新し
い住民として関係を築く意識を持つことが今後も一層求められる。 

 
◇今回の事業で得た経験を基に、今後も市町村や市民団体等と連携を図って地域
住民と技能実習生等の労働者が接点を持つ場を創り出し、共生の地域づくりを
推進する取り組みを続けていく予定である。 

 
◇当協会がこのような事業を直接的に手掛けることなく、県内各地域で、労働者
をはじめとした定住外国人を自然な形で受け入れ、各種地域活動に積極的に巻
き込むような取り組みが行われることが望ましく、それを促す働きかけをして
いく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
河北新報電子版（2018年１月３１日） 

各市代表による環境活動報告 

（２００７年 承徳市・中国） 

事業担当者のふりかえり 
 メディア上の技能実習生関連のニュースの大半はネガティブなもので、ともすれば一般市民の間でもその

存在がマイナスのイメージで捉えられがちである。しかしながら、適正に受け入れて地域社会と実習生の
関係づくりを望む企業も存在し、また、実習生自身も日本語や日本文化への関心が高く、地域住民との交
流に積極的な人が多いことを実感したし、それはこの事業に参加した人たちにも伝わったのではないか。 

 技能実習生は、「労働者」としてのみならず、さまざまな形で地域の活性化に貢献できる存在であること
もわかった。今後、そうした認識が広まり、仕事以外でのさまざまな場面でも、彼らの社会参画が進むこ
とが望まれる。 
 

 
サポート人材の育成講座 


